農業経営改善計画認定申請書（記入例）
年　　月　　日

指宿市長　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　指宿市○○××
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          （地区名　△△　）
　　　　　　　 　氏名　指宿　太郎　　 印
昭和　　年　　月　　日生（　　歳）

<法人設立年月日　　年　　月　　日　設立>

　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第12条第１項に基づき，次の農業経営改善計画の認定を申請します。

	農　業　経　営　改　善　計　画

	①目標とする営農類型
	施設花き（観葉植物）

	②経営改善の方向の概要

※経営の経過・現状・将来目標（生産・所得・労働時間等）を記載
	現在，ハウスで観葉植物の栽培をしているが，後継者も２年後就農予定で，作業の合理化等を行ないながら経営改善を図り，ゆとりある生活を実現したい。

	
	（年間農業所得及び年間労働時間の現状及び目標）

	
	
	現状
	目標（　　年）

	
	年間農業所得
	2,300千円
	3,650千円

	
	年間労働時間
	2,400時間
	2,000時間

	③

農業経営規模の拡大に関する目標
	作目・部門名
	現　　　状
	目　　標（　　年）

	
	
	作付面積　ａ

飼養頭数　頭
	生　産　量
	作付面積　ａ

飼養頭数　頭
	生　産　量

	
	ホンコン（ﾊｳｽ）
	  ５９０㎡
	1,000鉢
	５９０㎡
	1,500鉢

	
	青ドラ　（ﾊｳｽ）
	２７０㎡
	800鉢
	２７０㎡
	1,000鉢

	
	ｸﾞﾛｰｶﾙ　（ﾊｳｽ）
	４５０㎡
	1,000鉢
	４５０㎡
	1,500鉢

	
	ｲﾝﾃﾞｨｱﾅ （ﾊｳｽ）
	２，５００㎡
	7,000鉢
	２，５００㎡
	10,000鉢

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	経営面積合計
	３，８１０㎡
	
	３，８１０㎡
	


	農業経営規模の拡大に関する目標
	区　分
	地目
	所 在 地

(市町村名)
	現　状
	目標（２６年）

	
	所有地
	畑
	指宿支内
	　　３，４００　㎡
	３，４００　㎡

	
	借入地
	畑
	指宿市内
	　　４１０　㎡
	　　４１０　㎡

	
	特定作業受託
	作　目
	作　業
	現　状
	目標（　年）

	
	
	
	
	作業受託面積
	生産量
	作業受託面積
	生産量

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	作　業　受　託
	作　　目
	作　業
	現　状
	目標（　年）（a）

	
	
	
	
	
	

	
	
	単　　純　　計
	
	

	
	
	換　　算　　後
	
	

	
	農畜産物の加工・販売その他の関連・付帯事業
	事　業　名
	内　　容
	現　　状
	目　標（　　年）

	
	
	降灰対策
事業
(○○年度)
	ハウス及び付帯施設一式
	
	※ハウスの棟数及び
　面積を記入する。

	④生産方式の合理化に関する目標
	機械・施設
	機　械　・　施　設　名
	型式，性能，規模等及びその台数

	
	
	
	現　　状
	目　標（　　年）

	
	
	ハウス（簡易パイプ）
	３棟
	4,000㎡
	３棟
	4,000㎡

	
	
	ボブキャット
	1台
	
	1台
	

	
	
	軽トラック
	1台
	
	1台
	

	
	
	ユンボ
	1台
	
	1台
	

	
	
	
	
	１台
	
	１台

	
	
	
	
	
	
	

	
	農用地の利用条件
	現　　　状
	目　　標（２６年）

	
	
	３０ａ区画中心

※区画の大きさ，数，通作距離
	できるだけ集積する

※集団化・団地化で作業効率向上の方向

	
	作目･部門別合理化の方向
	作目・部門名
	現　　　状
	目　標（　　年）

	
	
	ﾎﾝｺﾝ・青ﾄﾞﾗ
	鉢数が不安定
	安定した鉢数の確保

	
	
	ｸﾞﾛｰｶﾙ
	鉢数が不安定
	安定した鉢数の確保

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	現　　　　状
	目　　標（　　年）

	⑤経営管理の合理化に関する目標
	青色申告しているが税理士任せで十分に経営状況を把握していない。
	自ら複式農業簿記を記帳し，経営と家計を明確に分離する。

	⑥農業従事の態様等の改善に関する目標　　　　　　　　　　　
	特に休日を決めていない。
	休日制を導入する。

	⑦目標を達成するためにとるべき措置
	経営改善の目標
	措　　　　　置

	
	規模拡大と農地集積

生産方式の合理化

経営管理の合理化

農業従事態様の改善
	・農業委員会を通じて農地を確保し，規模拡大と農地を集積する。

・鉢上げ数の安定化と商品性の向上に努める。

・複式農業簿記講習会に参加して記帳能力を習得する。

・家族経営協定を締結し，休日制や月給制を導入する。

	（参　考）　経　営　の　構　成
	氏　　　　名
	年齢
	代表者との続柄

（法人経営にあっては役職）
	現　　状
	見通し

	
	（法人経営にあっては役員の氏名）
	
	
	担当業務
	年間農業従事日数（日）　　
	担当業務
	年間農業従事日数（日）　　

	
	指宿　太郎
	４６
	（代表者）

本人
	
	３００
	
	２５０

	
	指宿　花子
	４３
	妻
	
	２５０
	
	２００

	
	指宿　太三郎　　
	７３
	父
	
	１５０
	
	　　０

	
	　　指宿　一郎
	１６
	子
	
	　　０
	
	２５０

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	雇用者
	常時雇（年間）
	実人数
	現　状
	０人
	見通し
	０人

	
	臨時雇用（年間）
	実人数
	現　状
	２人
	見通し
	３人

	
	
	延べ人数
	現　状
	50人
	見通し
	75人

	（参　考）

他市町村の認定状況
	認定市町村名
	認定年月日
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


夫婦・親子共同の場合は氏名・生年月日を連記





・作付面積の拡大，反収のアップによる生産量の拡大や作目の変更等を記載。


・目標値は市基本構想の指標を参照


・生産方式が異なる場合は，その別で記入する。


　　　　　　　　　　　　　　（露地・施設の別）








臨時雇用延べ人数は，臨時雇実人数×雇用日数を記入する。





「経営の構成」については，現在は農業従事しているが，５年後はリタイアする見込みの者，現在は就農していないが，５年後は農業従事が見込まれる者についても記入する。


なお，法人の場合は，全ての構成員を記入する。








・②から⑥までの目標を達成するための具体的な方策について本認定制度の活用も踏まえて記載


・農業改良資金等の制度資金を利用する場合は予定年度、予定資金、資産及び負債の現状、資金需要額等を記載





休日制の導入、ヘルパー制度の活用による労働負担軽減等について記載





法人にあっては，氏名欄には法人名及び代表者氏名を，生年月日欄には法人設立年月日を記載





簿記記帳、役割分担、経営形態の近代化等について記載





換算後の欄においては，（作業受託面積÷作業数）により


換算した面積を記入する。








品種構成、作付体系等生産方式の合理化策





現状及び目標時に所有する主要な機械・施設について，その型式・性能・規模毎に台数を記入する。リース，レンタル，共同利用等による場合は，その旨も記入する。





・経営耕地は，地目ごとに記入する。


・合計した面積は前ページの経営面積と整合性をとる。








※作業受託は作目別・基幹作業別に作業受託面積を記入する。





農業所得３６５万円以上，


労働時間2,000時間以内が基準








